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事業名 

 

 大阪市道高速道路淀川
よどがわ

左岸
さ が ん

線
せん

 

 

事業 

区分 

街路 

都市高速道路 

事業 

主体 

大阪市 

阪神高速道路株式会社 

起終点 

 

 自：大阪市此花区
こ の はな く

北港
ほっこう

   至：大阪市北区
き た く

豊崎
とよさき

 延長 

 

10.0km 

事業概要  

 淀川左岸線は、此花区北港（5 号湾岸線）から北区豊崎（新御堂筋）までの延長 10.0km の自動車専用道路であ

る。本路線は、大阪都市再生環状道路の一部を形成し、都心部に流入する通過交通の分散化を図り、都心地域

の交通混雑の緩和が期待される路線である他、臨海部と都心部との結びつきを強化する路線である。 

S62 年度事業化 S61 年度都市計画決定 

（H28 年度変更） 

S62 年度用地着手  H 元年度工事着手 

全体事業費 5,070 億円 事業進捗率 69％ 供用済延長        5.6km 

計画交通量   29,800～52,400 台／日  

費用対効果 

分析結果 

 

 

 

Ｂ／Ｃ  総費用   (残事業)/(事業全体) 総便益   (残事業)/(事業全体) 基準年  

(事業全体)  1.5 

      

(残事業)   2.1      

 

    1,344/ 7,891 億円 

 事業費：1,261/ 7,468 億円 

 維持管理費：83/ 423 億円 

 

  2,775/ 11,728 億円 

 走行時間短縮便益： 2,546/ 11,103 億円 

 走行経費減少便益： 188/ 557 億円 

 交通事故減少便益： 42/ 68 億円 

 令和 2 年 

 

 

 

感度分析の結果  

(事業全体) 交通量 ：B/C＝1.4～1.6(交通量 ±10%)  (残事業) 交通量 ：B/C＝1.9～2.3(交通量 ±10%) 

    事業費 ：B/C＝1.5～1.5(事業費 ±10%)     事業費 ：B/C＝1.9～2.3(事業費 ±10%) 

    事業期間：B/C＝1.5～1.5(事業期間±2年)         事業期間：B/C＝2.0～2.2(事業期間±2 年) 

事業の効果等   

・都市の再生（大阪都市再生環状道路の一部を構成する道路であり、大阪都市圏の経済・産業の活性化が期待される） 

・円滑なモビリティの確保（交通の分散化による並行路線等の渋滞緩和が期待できる） 

・生活環境の改善及び保全（トンネル上部空間が公園等として総合的に整備されることにより生活環境の改善が期待される） 

・防災・減災、国土強靭化（ネットワーク機能の強化により災害時などに対するリダンダンシー向上が期待される） 

関係する地方公共団体等の意見  

淀川左岸線（2 期）については、関西経済連合会をはじめとした経済団体や 2025 年日本国際博覧会協会

から万博開催時のアクセスルート活用に向けた整備前倒しを求められている。 

事業評価監視委員会（建設事業評価有識者会議）の意見  

 「事業継続」とした対応方針（案）は「妥当」。 

事業採択時より再評価実施時までの周辺環境変化等  

都心北部では、うめきた 2 期（新駅設置事業）等の新たな開発が進められており、臨海部では、阪神港

が国際コンテナ戦略港湾に選定（平成 22 年 8 月）されたほか、大規模物流施設が相次いで開設されている。

また、2025 年大阪・関西万博の開催（令和 7年 4月～10 月）が決定（平成 30 年 11 月）した。 

 淀川左岸線に接続し、大阪都市再生環状道路の一部を構成する淀川左岸線延伸部が平成 29年度に事業化

するとともに、大和川線が令和 2年 3 月に全線開通した。 

事業の進捗状況、残事業の内容等  

平成 6年 4月に北港 JCT～島屋間の 1.3km、平成 13 年 2月にユニバーサルシティ出口、平成 25年 5月に

島屋～海老江 JCT 間の 4.3km を供用した。残事業の 4.4km において、平成 30 年度から工事が本格着工して

いる。事業進捗率は 69％、用地取得率は 99％となっている。 

事業の進捗が順調でない理由、今後の事業の見通し等  

令和 8年度末の事業完成に向け、引き続き事業を推進していく。 

残事業区間の全範囲において工事着手できており、大規模な工事発注についてはすべて契約済み。 

施設の構造や工法の変更等  

安全性を確保するための地盤改良工法の変更などを実施する一方で、工事の施工手順の効率化や汚染土

処分量の削減等によるコスト縮減に努める。 

対応方針 事業継続 

対応方針決定の理由  

  以上の状況を勘案すれば、事業の必要性及び重要性は変わらないと考えられる。 



事業概要図  

 

 

※ 総費用、総便益とその内訳は、各年次の価額を割引率を用いて基準年の価値に換算し累計したもの。 

※ 総費用及び総便益の値は、表示桁数の関係で内訳の合計と一致しないことがある。 

供用済み L=5.6km 


